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株主各位

第84期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示情報

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、
当社ホームページに掲載することにより株主の皆様に提供しております。

表紙
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

⑴　連結子会社　　　77社
国内　54社……株式会社イチタン、富士機械株式会社、東京スバル株式会社、他51社
海外　23社……スバル　オブ　インディアナ　オートモーティブ　インク、

スバル　オブ　アメリカ　インク、他21社
⑵　持分法適用会社　２社

海外　２社……スバル　オブ　タイワン　ＬＴＤ．、他１社
⑶　非連結子会社及び持分法非適用会社のうち主要なものの名称

……Subaru Motor Limited Liability Company
　非連結子会社は、総資産、売上高、当期純利益及び利益剰余金等の観点から見て、いずれも小規模であ
り、全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。
　また、持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、全体とし
て重要性が乏しいため、持分法を適用せず原価法により評価しております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、国内子会社及び主要な在外子会社は連結決算日と同一ですが、在外子会社のうち
５社は12月31日であります。決算日が連結決算日と異なる在外子会社については、12月31日現在の決算財
務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引について調整を行った上で連結しております。

３．会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）であります。
その他有価証券

時価のあるもの
……決算期末日の市場価格等に基づく時価法であります。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）
時価のないもの

……主として移動平均法による原価法であります。
②デリバティブ……時価法であります。
③たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産
……主として移動平均法による原価法であります。

（連結貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

……当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
（建物付属設備を除く）については定額法）を、在外連結子会社は所在地国の会計基準に規定
する定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　７～50年
　機械装置及び運搬具　　２～11年

②無形固定資産（リース資産を除く）
……定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（３年及び５年間）に基
づく定額法を採用しております。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

……自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日
以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま
す。

⑶　重要な繰延資産の処理方法
社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

⑷　重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金……………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

②賞与引当金……………従業員に対して支給する賞与に充てるため、会社が算定した当連結会計年度に負担
すべき支給見込額を計上しております。

③製品保証引当金………販売した製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、原則として保
証書の約款に従い、過去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味して計上しており
ます。

④工事損失引当金………航空宇宙事業の受注工事の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工
事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、損失金額を合理的に見積ることができる
工事について、当該損失見込額を計上しております。

⑤事業譲渡損失引当金…重要な事業の譲渡損失に備えるため、当連結会計年度末における損失見込額を計上
することとしております。

⑥役員退職慰労引当金…一部の国内連結子会社においては役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基
づく連結会計年度末における要支給額を計上しております。
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⑸　退職給付に係る会計処理の方法
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10～19年）による定額法
により費用処理しております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主
として16年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし
ております。

⑹　売上高の計上基準
①売上高のうち、航空宇宙事業の工事契約において当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）により計上しておりま
す。その他の工事については工事完成基準を適用しております。

②一部の国内連結子会社のファイナンス・リース取引に係る売上高と売上原価については、リース取引開始
日に計上しております。

⑺　重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
　また、在外子会社の資産及び負債は、当該子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株
主持分に含めて計上しております。

⑻　重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

　当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。
ヘッジ手段　　ヘッジ対象
金利スワップ　借入金

③ヘッジ方針
　リスク管理方針に基づき金利変動リスクをヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変
動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の評
価は省略しております。

⑼　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、主として５年間の定額法により償却を行っております。
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⑽　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①消費税等の処理の方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式を採用しております。
②金額表示の単位

　金額表示の単位については、四捨五入により表示しております。
③連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい
う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以
下「退職給付会計適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項及び退職給付会計適用指針67項本文に掲
げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付
見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤
務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した
単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従って、当連
結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し
ております。
　当該会計基準等を適用することによる、金額的な影響は軽微であります。
　なお、１株当たり情報に与える影響については当該箇所に記載しております。

（表示方法の変更に関する注記）
（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めておりました「受取保険金」は、金額的重要性
が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。

（連結貸借対照表関係）
１．有形固定資産に対する減価償却累計額 882,752百万円
２．有形固定資産の連結貸借対照表計上額は、国庫補助金等による圧縮記帳額2,775百万円を直接控除して表示し

ております。
３．当社が提起している防衛省向け戦闘ヘリコプターAH－64Dに関する初度費請求訴訟における初度費未償還

額の一部29,624百万円については、投資その他の資産の区分のその他に計上しており、また、その回収が確
定していないことから、全額貸倒引当金を計上しております。
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４．担保に供している資産並びに担保付債務
⑴担保資産

建物及び構築物 13,098百万円
機械装置及び運搬具 294百万円
土地 22,043百万円

合計 35,435百万円
⑵担保付債務

短期借入金 16,098百万円
その他流動負債 74百万円
１年内返済予定の長期借入金 2,010百万円
長期借入金 13,835百万円
その他固定負債 1,782百万円

合計 33,799百万円
５．連結会社以外の者の、金融機関よりの借入金等に対する保証債務

スバル　オブ　アメリカ　インクの取引先 18,617百万円
スバル　カナダ　インクの取引先 14,747百万円
従業員 11,585百万円
その他 265百万円

合計 45,214百万円
６．輸出手形割引高 2,928百万円
７．特別目的会社に対する譲渡資産残高は、自動車事業の貸付債権及び航空宇宙事業の売上債権5,037百万円であ

ります。
８．連結子会社（スバルファイナンス株式会社）における、当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る貸出未

実行残高は、次のとおりであります。
当座貸越契約及び貸出コミットメントの総額 4,800百万円
貸出実行残高 497百万円

差引額 4,303百万円
９．損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。
損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は０百万円（全て
仕掛品）であります。

（連結損益計算書関係）
売上原価
　工事損失引当金戻入額として988百万円が売上原価に含まれております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式に関する事項 （単位：株）
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式 782,865,873 － － 782,865,873

２．自己株式に関する事項 （単位：株）
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普通株式 2,477,430 5,965 － 2,483,395

(注)自己株式の増加株式数5,965株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
３．配当に関する事項

⑴　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成26年 6 月24日
第83期　定時株主総会 普通株式 25,766 33.0 平成26年 3 月31日 平成26年 6 月25日

平成26年10月31日
取締役会 普通株式 24,204 31.0 平成26年 9 月30日 平成26年12月 4 日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年 6 月23日
第84期　定時株主総会 普通株式 28,889 利益剰余金 37.0 平成27年 3 月31日 平成27年 6 月24日

（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項

　　⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、主に自動車の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に
銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期
的な運転資金を銀行借入及び債権流動化等により、調達しております。デリバティブは、後述するリスク
を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　　⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、リース投資資産は、顧客の信用リスクに晒されております。また、
グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒され
ておりますが、原則として外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて先物為替予約等を利用し
てヘッジしております。有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連す
る株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
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　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また
その一部には、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒
常的に同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。当社グループの借入金、社債に係る債務は、主に
設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日、償還日は決算日後、最長で９年後であり
ます。このうちの一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取
引（金利スワップ取引）を利用しております。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とし
た先物為替予約等、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取
引であります。なお、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、
前述の「３．会計処理基準に関する事項」に記載されている「⑻　重要なヘッジ会計の方法」をご覧くだ
さい。

　　⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社及び連結子会社では、営業債権及びリース投資資産について、各事業部門における管理部署が主
要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務
状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社では、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、
原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、半年を限度と
して、外貨建ての営業債権と営業債務をネットしたポジションに対して先物為替予約取引等を行ってお
ります。また、当社及び一部の連結子会社は、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを抑制する
ために、金利スワップ取引を利用しております。
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、
また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　デリバティブ取引につきましては、経営会議で基本方針を承認し、デリバティブ取扱い規程に則り、
財務管理部が取引を行っております。取引実績は都度、所轄の役員に報告しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、現金及び現金同等物に加え、主要銀行とコミットメントライン契約を締結しており、現在必
要とされる資金水準を満たす流動性を保持することに努めております。

　　⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」
におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ
スクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが、極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）
を参照ください）。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

⑴　現金及び預金 228,821 228,821 －
⑵　受取手形及び売掛金 164,540

貸倒引当金（＊1） △640
163,900 163,900 －

⑶　リース投資資産 24,098
貸倒引当金（＊1） △66

24,032 28,794 4,762
⑷　短期貸付金 157,070

貸倒引当金（＊1） △341
156,729 158,313 1,584

⑸　有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 118,702 118,702 －

資産計 692,184 698,530 6,346
⑹　支払手形及び買掛金 317,801 317,801 －
⑺　電子記録債務 74,420 74,420 －
⑻　短期借入金 41,443 41,443 －
⑼　１年内返済予定の長期借入金 44,329 44,441 △112
⑽　未払法人税等 54,987 54,987 －
⑾　未払費用 126,007 126,007 －
⑿　社債 10,000 10,059 △59
⒀　長期借入金 115,420 116,074 △654

負債計 784,407 785,232 △825
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

⒁　デリバティブ取引（＊2）
ヘッジ会計が
適用されていないもの (2,725) (2,725) －

ヘッジ会計が
適用されているもの － － －

(＊1）⑵受取手形及び売掛金、⑶リース投資資産、並びに⑷短期貸付金については対応する貸倒引当金を控除してお
ります。

(＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務の純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ
いては、(　)で示しております。

(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　資　産

⑴現金及び預金、並びに⑵受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑶リース投資資産、並びに⑷短期貸付金
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味した
利率により割り引いた現在価値によっております。
　また、⑶リース投資資産については見積残存価額が含まれております。
⑸有価証券及び投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示
された価格によっております。

　負　債
⑹支払手形及び買掛金、⑺電子記録債務、⑻短期借入金、⑽未払法人税等、並びに⑾未払費用
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
⑼１年内返済予定の長期借入金、並びに⒀長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行った場合に想定される利率で割り引
いた現在価値により算定しております。
⑿社債
　当社の発行する社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の
合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　デリバティブ取引
⒁金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた
め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて示しております。
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(注２)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
その他有価証券

譲渡性預金 140,000
コマーシャルペーパー 144,982
マネー・マネジメント・ファンド 114,192
非上場株式 1,015
ミディアムタームノート 30,000
その他 3

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると
見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、⑸その他有価証
券には含めておりません。

(注３)　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 228,821 － － －
受取手形及び売掛金 158,147 6,393 － －
リース投資資産 7,002 16,864 232 －
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券のうち
満期があるもの（国債・地方債等） 11,186 14,963 2,226 3,838

その他有価証券のうち
満期があるもの（社債） 3,930 17,001 2,762 2,392

その他有価証券のうち
満期があるもの（その他） 345,429 1,571 829 4,437

短期貸付金 58,335 96,412 2,323 －
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(注４)　社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

短期借入金 41,443 － － －
社債 － 10,000 － －
長期借入金 44,329 113,022 2,398 －

（賃貸等不動産関係）
１．賃貸等不動産の概要

　当社及び一部の連結子会社では、埼玉県その他の地域において、賃貸収入を得ることを目的として賃貸オ
フィスビルや賃貸商業施設を所有しております。なお、国内の賃貸オフィスビルの一部については、当社及
び一部の子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価
及び当該時価の算定方法

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

賃貸等不動産 30,343 △1,095 29,248 37,704

賃貸等不動産として使用さ
れる部分を含む不動産 9,206 6,022 15,228 19,537

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
２．賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の当連結会計年度増減額のうち、主

な増加額は不動産取得等7,263百万円であり、主な減少額は減価償却1,009百万円及び売除却1,408百万
円であります。

３．当連結決算日における時価は、一部の主要な物件については社外の不動産鑑定士による評価に基づく金
額であります。それ以外の物件については主に路線価に基づいて自社で算定した金額であります。
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３．賃貸等不動産に関する損益
　賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する平成27年３月期における損益
は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

賃貸収益 賃貸費用 差額 その他
（売却損益等）

賃貸等不動産 3,868 2,167 1,701 △418

賃貸等不動産として使用さ
れる部分を含む不動産 394 1,265 △871 －

（注）１．賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社及び一
部の子会社が使用している部分も含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されておりません。なお、当
該不動産に係る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれてお
ります。

２．その他（売却損益等）は売却益、減損損失等であります。

（１株当たり情報）
１．１株当たり純資産額 1,310円15銭
２．１株当たり当期純利益 335円57銭
(注)（会計方針の変更に関する注記）に記載のとおり、「退職給付会計基準等」を適用し、退職給付会計基準第

37項に定める経過的な取扱いに従っております。
この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、１円77銭増加しております。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

⑴　満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）であります。
⑵　子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法であります。
⑶　その他有価証券

時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法であります。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法であります。
２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　時価法であります。
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

⑴　商品及び製品　　　　　　……主として移動平均法による原価法であります。
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

⑵　仕掛品、原材料及び貯蔵品……主として先入先出法による原価法であります。
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

４．固定資産の減価償却方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については、定額法を採用して
おります。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物（純額）　　　　　　　… 8 ～50年
構築物（純額）　　　　　　… 7 ～50年
機械及び装置（純額）　　　… 2 ～11年
車両運搬具（純額）　　　　… 3 ～ 6 年
工具、器具及び備品（純額）… 2 ～10年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年及び５年間）に基づく定
額法を採用しております。
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⑶　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．繰延資産の処理方法
　社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

６．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金……………売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

⑵　投資損失引当金………子会社等への投資に対する損失に備えるため、投資先の財政状態及び将来の回復可
能性等を考慮して引当計上しております。

⑶　賞与引当金……………従業員に対して支給する賞与に充てるため、会社が算定した当事業年度に負担すべ
き支給見込額を計上しております。

⑷　製品保証引当金………販売した製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、原則として保
証書の約款に従い過去の実績を基礎に将来の保証見込みを加味して計上しておりま
す。

⑸　工事損失引当金………航空宇宙事業の受注工事の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事の
うち、損失の発生が見込まれ、かつ、損失金額を合理的に見積ることができる工事
について、当該損失見込額を計上しております。

⑹　事業譲渡損失引当金…重要な事業の譲渡損失に備えるため、当事業年度末における損失見込額を計上する
こととしております。

⑺　退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（16
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（16年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度
から費用処理することとしております。
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７．売上高の計上基準
　売上高のうち、航空宇宙事業の工事契約において当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認
められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）により計上しております。そ
の他の工事については工事完成基準を適用しております。

８．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

９．重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。
⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は次のとおりであります。
ヘッジ手段　　ヘッジ対象
金利スワップ　借入金

⑶　ヘッジ方針
　リスク管理方針に基づき金利変動リスクをヘッジしております。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変
動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の評
価は省略しております。

10．その他計算書類作成のための基本となる事項
⑴　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑵　消費税等の処理の方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式を採用しております。

⑶　金額表示の単位
　金額表示の単位については、四捨五入により表示しております。

⑷　連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい
う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以
下「退職給付会計適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項及び退職給付会計適用指針67項本文に掲
げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込
額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤務期
間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一
の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従って、当事
業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお
ります。
　当該会計基準等を適用することによる、金額的な影響は軽微であります。
　なお、１株当たり情報に与える影響については当該箇所に記載しております。

（貸借対照表関係）
１．有形固定資産に対する減価償却累計額 533,572百万円
２．有形固定資産の貸借対照表計上額は、国庫補助金等による圧縮記帳額2,731百万円を直接控除して表示してお

ります。
３．当社が提起している防衛省向け戦闘ヘリコプターAH－64Dに関する初度費請求訴訟における初度費未償還

額の一部　29,624百万円については、長期未収入金に計上しており、また、その回収が確定していないこと
から、全額貸倒引当金を計上しております。

４．担保に供している資産並びに担保付債務
⑴　担保資産

建物 716百万円
土地 521百万円

合計 1,237百万円
⑵　担保付債務

長期借入金 9,020百万円
また、土地33百万円は、関係会社の長期借入金及び預り保証金等4,948百万円の担保に供しております。

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
関係会社に対する短期金銭債権 299,390百万円
関係会社に対する短期金銭債務 23,051百万円
関係会社に対する長期金銭債権 65,021百万円
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６．偶発債務
金融機関からの借入金等に対する保証債務

従業員 11,579百万円
スバル　オブ　アメリカ　インク 5,979百万円
スバル　オブ　チャイナ　ＬＴＤ. 5,811百万円
スバル用品株式会社 2,433百万円
スバルファイナンス株式会社 2,200百万円
スバル興産株式会社 1,004百万円
他５社 1,192百万円

合計 30,198百万円
７．輸出手形割引高 2,928百万円
８．特別目的会社に対する譲渡資産残高は、航空宇宙事業の売上債権4,811百万円であります。
９．損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。
損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、工事損失引当金に対応する額は０百万円（全て
仕掛品）であります。

（損益計算書関係）
１．売上原価

　工事損失引当金戻入額として988百万円が売上原価に含まれております。
２．関係会社との取引高

営業取引による取引高　　　売上高 1,432,459百万円
仕入高 156,005百万円
その他取引高 34,475百万円

営業取引以外の取引高　　　収益 16,568百万円
費用 450百万円

３．特別利益
　貸倒引当金戻入額

　貸倒引当金戻入額770百万円は、関係会社に対するものであります。

（株主資本等変動計算書関係）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式………………………………………………………………………… 2,083,395株
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（税効果会計関係）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

平成27年３月31日現在
（単位：百万円）

繰延税金資産
貸倒引当金繰入限度超過 11,583
株式評価損 10,312
固定資産の減価償却費等 8,514
未払費用 6,835
退職給付引当金繰入限度超過 6,739
製品保証引当金 5,149
賞与引当金 4,742
未払事業税 4,195
たな卸資産評価損 407
その他 1,249
繰延税金資産小計 59,725
評価性引当額 △26,429
繰延税金資産合計 33,296

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △7,339
前払年金費用 △4,875
圧縮積立金 △457
その他 △0
繰延税金負債合計 △12,671
繰延税金資産の純額 20,625

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 35.4％

（調整）
税率変更による期末繰延税金資産の減
額修正

0.8％

過年度法人税等修正 0.2％
交際費損金不算入 0.1％
評価性引当額 △0.3％
配当金益金不算入 △1.1％
試験研究費税額控除 △4.5％
その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.0％
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」
（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延
税金負債の計算（ただし、平成27年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事
業年度の35.4％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのもの
は32.9％、平成28年４月１日以降のものについては32.1％にそれぞれ変更されております。
　その結果、繰延税金資産（繰延税金負債を控除した金額）が1,516百万円減少し、当事業年度に計上された
法人税等調整額が2,318百万円、その他有価証券評価差額金が754百万円それぞれ増加しております。

（関連当事者との取引）
（単位：百万円）

属性 会社等の名称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
（注３） 科 目 期末残高

（注３）

子 会 社 スバルファイナンス株式会社 所有
直接 100％

当社製自動車に関
わる販売金融業務
及び当社製品のリ
ース業務
役員の兼任

資金の貸付（注１) 979,282 貸 付 金 163,846

貸付の返済（注１) 954,960

債務保証（注２） 2,200

子 会 社 ス バ ル 　 オ ブ
ア メ リ カ 　 イ ン ク

所有
直接 100％

当社製自動車及び
部品の販売
役員の兼任

製 品 の 販 売 699,442 売 掛 金 61,916

製 品 の 仕 入 9,472 買 掛 金 1,881

債務保証（注２） 5,979

子 会 社
ス バ ル 　 オ ブ
イ ン デ ィ ア ナ
オ ー ト モ ー テ ィ ブ
イ ン ク

所有
直接 100％

当社製自動車生産用
部品の購入、完成車
のスバル　オブ　ア
メリカインク他への
製造販売
役員の兼任

製 品 の 販 売 163,519 売 掛 金 18,896

製 品 の 仕 入 33 買 掛 金 83

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）スバルファイナンス株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定されております。

なお、担保は受け入れておりません。
（注２）スバルファイナンス株式会社、スバル　オブ　アメリカ　インクの金融機関よりの借入等につき、債務保証を行っております。
（注３）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（１株当たり情報）
１．１株当たり純資産額 1,030円68銭
２．１株当たり当期純利益 281円36銭

（注）（会計方針の変更に関する注記）に記載のとおり、「退職給付会計基準等」を適用し、退職給付会計基準第
37項に定める経過的な取扱いに従っております。
この結果、当事業年度の１株当たり純資産額が、０円48銭増加しております。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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